


平成２３年度食品安全委員会が自ら行う食品健康影響評価の案件候補に関す

る企画等専門調査会における調査審議結果について

番号 案件候補／危害要因 審議結果 審議の内容

１ グラヤノトキシ 情報収集に努 ○ グラヤノトキシンの含有量及びその種類は

ン め、必要に応じ、 つつじ科植物の属・種により異なるため、ヒ

情報提供を行う。 トへの健康被害は、当該植物が優勢な地域で

のみ想定され、これまで、日本国内では報告

がないが、今後、情報収集に努め、必要に応

じ、情報提供を行うべき。

２ アニサキス 感染防止のた ○ 魚介類を生食する習慣のある我が国では、

めの情報提供を アニサキス症の発生は諸外国に比べて非常に

行う。 多いものの、危害要因等の把握の必要性は高

くない。感染防止のための情報提供を行うべ

き。

３ ジアルジア 感染防止のた ○ ジアルジア症については、国内での発生は

めの情報提供を 年間１００例以下であり重篤例は報告されて

行う。 おらず、また、危害要因等の把握の必要性は

高くない。感染防止のための情報提供を行う

べき。

４ 3-MCPD、3-MCPD 今後、必要に ○ 食品安全委員会が、平成２２年３月２５日

脂肪酸エステル 応じ、ファクト にファクトシートを作成しているが、評価を

シートを更新し 行い得る程度の新たな知見は得られていない。

て、情報提供を 今後、必要に応じ、ファクトシートを更新し

行う。 て、情報提供行うべき。

５ ヒラメ毒（クド 情報収集に努 ○ 厚生労働省の平成２３年６月１７日付け通

ア・セプテンプ め、必要に応じ、 知以上の知見はなく、評価を行い得る程度の

ンクタータ） 情報提供を行う。 新たな知見は得られていない。今後、情報収

集に努め、必要に応じ、情報提供を行うべき。

※ 参考資料に掲げる案件のうち、過去に案件候補として調査審議されたが評価対象とはならなかっ

たもので、新たな科学的知見が得られていないものを除いた上で、企画等専門調査会における食品

安全委員会が自ら行う食品健康影響評価対象候補の選定の考え方（平成１６年６月１７日食品安全

委員会決定）に規定する選定基準に照らし、上記の１から５までの案件に絞り込んだ。

（別添資料）
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平成２４年度食品安全委員会緊急時対応訓練計画（案）

平成２４年 月 日

１ 基本方針

食品安全基本法（平成１５年５月２３日法律第４８号）第１４条及び食品安全基本法

第２１条第１項に規定する基本的事項（平成１６年１月１６日閣議決定）に基づき作成

された食品安全委員会食中毒等緊急時対応実施指針（平成１７年４月２日食品安全委員

会決定）においては、緊急時対応について平時から備えるべきこととして、緊急時対応

訓練の実施を定めている。

また、平成２３年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震における緊急時対応の

結果や、平成２３年度に実施した緊急時対応訓練の検証結果等からも、継続して訓練を

実施することの重要性が確認されたところである。

ついては、組織全体の緊急時対応能力の一層の向上を図るため、食品安全委員会及び

事務局を対象に、緊急時対応訓練を実施する。当該訓練の結果（実際の緊急時対応が行

われた場合は、その結果を含む。）については、その検証を行い、当該検証の結果を緊

急時対応マニュアル、緊急時対応訓練計画等に反映する。

２ 重点課題

（１）重要な情報を迅速かつ的確に国民に提供するための組織能力の向上

○ 組織全体として、全職員が常に確実な初動対応が行えるよう、緊急時対応の具

体的手順等を示した食品安全委員会緊急時対応手順書に係る実務研修を行い、緊

急時の対応手順について、委員会及び事務局全体の理解を深める。

○ 緊急時における国民への情報提供について、メディアの理解・協力を得て、迅

速かつ的確に実施できるように、メディア対応に係る実務研修を行い、わかりや

すく誤解を与えない資料作成技術や説明・応答技術の向上を図る。

○ シナリオ非提示による訓練の実施等、より実践的な確認訓練を行い、組織的な

緊急時対応の流れを実際に確認することで、組織全体の対応能力の向上を図ると

ともに、実務研修等によって習得した技術・知識のレベルを確認する。

（２）緊急時対応マニュアル※等の実効性の向上

○ 確認訓練において、食品安全委員会緊急時対応手順書に即した対応手順を確認

することで、その実効性を検証する。

○ 検証の結果、得られた改善策等については、必要に応じて緊急時対応マニュア

ルや食品安全委員会緊急時対応手順書等に反映する。

※緊急時対応マニュアル：

食品安全関係府省緊急時対応基本要綱（平成１６年４月１５日関係府省申合せ）、食品安全委員会緊急時

対応基本指針（平成１６年４月１５日関係府省申合せ）、食品安全関係府省食中毒等緊急時対応実施要綱

（平成１７年４月２１日食品安全委員会決定）、食品安全委員会食中毒等緊急時対応実施指針（平成１７

年４月２１日食品安全委員会決定）、緊急対策本部設置要領（平成１８年４月２７日関係府省申合せ）

（別添５）
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３ 訓練設計

実務研修と確認訓練の２本立てによる体系的な訓練設計にするとともに、効果的かつ

効率的な訓練となるよう、開催時期、開催回数、訓練対象者、訓練方法等を工夫して行

う。

【訓練設計の概要】

実務研修 確認訓練

実 施 平成２４年４月から 平成２４年１１月

予 定 平成２４年１０月までの間

目 的 委員会及び事務局全体の基本的な 「食品安全委員会緊急時対応手順書」

緊急時対応能力を向上させる。 の実効性を検証するとともに、実際

の緊急時における組織的な対応能力

を向上させる。

内 容 (1)初動対処体制強化に向けた「食 緊急時の対応手順を、実践的な実働

品安全委員会緊急時対応手順書」 訓練を通して確認する。（シナリオ

に係る研修。 非提示で現実の時間経過に沿って行

(2)国民への迅速かつ的確な情報提 う。）

供実施に向けた資料作成や説明・

応答に係るメディア対応研修。

対 象 委員及び事務局職員 委員及び事務局職員


